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女性と年金～女性活躍と出産育児配慮の在り方を求めて～ 主催：日本年金学会



正規雇用と非正規雇用労働者の推移
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平成11年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）長期時系列表9、平成16年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）長期時系列表10

（注） 1） 平成17年から平成23年までの数値は、平成22年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）に切替え集計した値。
2） 平成23年の数値、割合及び前年差は、被災3県の補完推計値を用いて計算した値。
3） 雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。
4） 正規雇用労働者：勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者。
5） 非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
6） 割合は、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の合計に占める割合。

○ 非正規雇用労働者は、平成6年から平成16年までの間に増加し、以降現在まで緩やかに増加している。
○ 近年、非正規雇用労働者に占める65歳以上の割合が高まっている。
○ 雇用形態別にみると、近年、パート、アルバイトが増加している。



共働き世帯数と片働き世帯数の推移
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第14回税制調査会（2015年7月17日） [総14-2]財務省説明資料

○共働き世帯は年々増加。男性雇用者がいる世帯に占める共働き世帯の割合は、1980年には36％であったが、
1990年代に入ると、専業主婦世帯数と共働き世帯数が拮抗し、1997年以降は専業主婦世帯数を逆転した。
2000年代に入ると、この傾向は更に鮮明となり、2014年には60％にまで上昇。



小規模事業者数（法人数＋個人業主数）の推移
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第18回 税制調査会（2015年9月3日） [総18-1] 財務省説明資料（経済社会の構造変化～働き方の変化～）

○ 小規模事業者数は、個人業主の減少などにより減少傾向にある一方、法人数は増加傾向にあり、小規模事業
者数に占める法人数の割合は上昇。



職種別自営業主及び構成比の推移
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第18回 税制調査会（2015年9月3日） [総18-1] 財務省説明資料（経済社会の構造変化～働き方の変化～）

○ 自営業主を職種別でみると、農林漁業従事者、生産工程従事者、小売・卸売店主といった「伝統的自営業」の割
合が減少する一方、建築技術者、SE、保険代理人・外交員などの労働者に近い「雇用的自営等」の割合が増加
している。



就労形態等ごとの社会保障制度・税制の適用関係
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第23回税制調査会（2015年10月14日）[総23-1] 財務省説明資料（所得税2）就労形態等ごとの社会保障制度・税制の適用関係(イメージ)



被用者保険の被保険者の配偶者の位置付け
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第２７回社会保障審議会年金部会資料「働き方に中立的な社会保障制度」（平成26年11月4日）から作成

① まず、通常の労働者のおおむね４分の３以上就労している場合は、自ら被用者保険の被保険者となり、
② ①に該当しない年収１３０万円未満の者で、①に扶養される配偶者が被用者保険の被扶養者となり、
③ ①にも②にも該当しない者は国民年金、国民健康保険の被保険者となる。
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公的年金加入状況（20～59 歳）等
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厚生労働省平成22年公的年金加入状況等調査（ 2012年6月29日）

○ 20～59歳の人口の減少と共に公的年金加入者数（20～59歳）は減少しているが、第2号被保険者の割合が増
加する一方、第1号被保険者と第3号被保険者の割合が減少している。



年金制度でみた「夫婦共働き」の状況
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○ 夫婦の公的年金の加入状況を見ると、「夫：第２号被保険者―妻：第３号被保険者」の組合せが、「夫：第２号被
保険者―妻：第２号被保険者」の組合せの２倍弱となっている。第３号被保険者の６割以上に収入がある。
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出所：「公的年金加入者等の所得に関する実態調査の結果について」厚生労働省年金局数理課（2012年7月4日）

第２７回社会保障審議会年金部会資料「働き方に中立的な社会保障制度」（平成26年11月4日）

「働く専業主婦」※の存在

※便宜的表現



国民年金第1号被保険者の就業状況の推移
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厚生労働省年金局平成23 年国民年金被保険者実態調査（平成24年12月）

○ 自営業主、家族従業者が第1号被保険者に占める割合は減少している一方で、それ以外の者（常用雇用、臨
時・パート、無職者）の割合が増加している（第1号被保険者数は、自営業主の減少ほどは減少していない）。



参考：103万円の壁

いわゆる「130万円の壁」
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第２７回社会保障審議会年金部会資料「働き方に中立的な社会保障制度」（平成26年11月4日）

○ 短時間労働者の収入分布をみると、第３号被保険者だけでなく、第１号被保険者においても、100万円前後に山
が存在。→ 「130万円の壁」とは別の要因が作用していることがうかがわれる。103万円は心理的壁？

週２０～３０時間の短時間労働者の収入分布

納税者

配偶者 65万円 103万円

配偶者特別控除

納税者の基礎控除

配偶者控除

141万円

配偶者
の年収配偶者の基礎控除



被用者保険適用の壁
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厚生労働省 平成26年就業形態の多様化に関する総合実態調査（平成27年11月4日）

○ 事業主側の動機として「賃金の節約」、「賃金以外の労務コストの節約」が理由の一定程度を占める。
○ 正社員以外の就業形態を選んだ労働者側の理由として「就業調整」を挙げる割合は、パートで6.2％程度。一方、

正社員以外の労働者で今後正社員を希望する者の割合は約30%、パートで約24%である（資料省略）。

パートタイム労働者を活用する理由

正社員以外の労働者を活用する理由



第３号被保険者制度の導入経緯
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第２７回社会保障審議会年金部会資料「働き方に中立的な社会保障制度」（平成26年11月4日）

○ 妻が国民年金に任意加入していた場合には、夫婦２人分の受給額は夫婦とも40年加入する頃には、現役時代
の夫の収入よりも多くなることが予測された。一方、妻が任意加入していない場合は、障害年金は受給できず、
さらに、離婚した場合には、自分名義の年金がないという問題があった。

○ 昭和60年の年金改正において、サラリーマン世帯の専業主婦についても、第３号被保険者として国民年金の強
制適用対象とし、自分名義の年金権を得られるようにした。その際、第３号被保険者については、独自の保険料
負担を求めず、基礎年金給付に必要な費用は、被用者年金制度全体で負担することとした。

○ また、年金の給付水準については、夫の1人分の年金水準ではなく、妻の基礎年金を含めた夫婦２人分の年金
水準について、現役時代の所得とのバランスが取れるように設定していくこととなった。

結果として、単身者と共働き世帯は、定額部分（＋加給年金）について削減を蒙った？



公的年金の負担と給付の構造
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第２７回社会保障審議会年金部会資料「働き方に中立的な社会保障制度」（平成26年11月4日）

○ 賃金水準（１人あたり）が同じであれば、どの世帯類型でも年金月額、所得代替率は同じ。

この説明で納得できない人が少なからず存在すると思われる。何故か？



同一年収の共働き世帯と片働き世帯
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慶應義塾大学商学部権丈善一教授の著述を参考にした

以下のような論点から、第1号及び第3号被保険者の「被用者化」は社会的な問題を孕んでいる可能性がある

例えば、保育サービス支出に関しては、片働き世帯の方が少なく
て済む場合が多いと考えられる（右図参照）。
育児の面だけでなく、共働き世帯は「時間を買う」かたちでの支出
が多いのではないか？（外食等）
専業主婦は家計に貢献しており、世帯年収が同一であれば暮ら
し向きは片働き世帯の方が良いと考えられないか？
第３号被保険者には、少なからず「働く専業主婦」が含まれると考
えられる。働く専業主婦の収入には社会保険料が課されない。こ
のことを、共働き世帯はどのような心境で捉えるか？

世帯単位で同一年収であれば、暮らし向きは同等か？（専業主婦※は全く付加価値を生まないのか？）

被用者である第１号被保険者への影響はないか？

「働く専業主婦」の職場は、大規模小売店舗等が多いと思われる。これらの小売店舗に対抗しなければならない個
人事業主には、国民年金及び国民健康保険の保険料の拠出義務がある。これでは公正な競争原理に悖るのでは
ないか？
「働く専業主婦」が社会保険料の負担を伴わない労働力を提供することで、被用者保険の適用を望む第１号被保険
者の機会を奪っていないか？

※便宜的な記述



制度を改革する場合に考慮すること

15

○ 小売業、サービス業を中心に、全ての産業で非正規雇用の割合が上昇。→対応は急を要する

○ 第３号被保険者個人と雇用する事業主の利害関係を分断することが有効なのでは？

例えば、被用者年金の適用拡大とは別に、事業主の負担は社会保険の適用状況に関わらず、支払った賃金に対し
て賦課する方式とすれば、事業主にとっての被用者保険適用の壁はなくなる。



ご静聴、ありがとうございました･･･。
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